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熊 環 政 発 第 ４ ５ ３ 号 

平成２６年１２月２５日 

 

 熊谷市環境審議会会長 様 

  

 

熊谷市長 富 岡   清     

 

 

第 2 次熊谷市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）について（諮問） 

 熊谷市環境基本条例（平成１７年条例第１７５号）第２４条の規定に基づき、下記の事

項について貴審議会に諮問します。 

記 

１ 第 2 次熊谷市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の策定 

以上 

 

平成２７年３月２５日  

 

 熊谷市長 富 岡   清 様 

 

 

熊 谷 市 環 境 審 議 会 

会 長  髙 村  弘 毅 

 

 

   第２次熊谷市地球温暖化対策実行計画について（答申） 

 平成２６年１２月２５日付け熊環政発第４５３号で諮問のあった、第２次熊谷市地球温

暖化対策実行計画について、別紙のとおり答申します。 
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【答申書別紙】 

 

1 │∂╘⌐ 

 

本審議会は、平成 26年 12月 25日に市長から「第 2 次熊谷市地球温暖化対策実行計画に

ついて審議されたい」旨の諮問を受けた。 

京都議定書第 1 約束期間である平成 20年～平成 24年において、我が国は平成 23年 3 月

に東日本大震災が発生し、エネルギー情勢が大幅に変化した。全国の原子力発電所が停止

し、エネルギーミックスの方向性が構築されないまま今日に至っている。そのような状況

下、我が国は、暫定的ではあるものの平成 32 年における温室効果ガス排出量の削減目標と

して、マイナス 3.8％を表明した。 

本市は、第 1 次計画である「熊谷市地球温暖化対策地域推進計画」の短期目標年度であ

る京都議定書第 1 約束期間（平成 24年度）が終了し、排出量としては基準年度（平成 2 年

度）に比し、悪化という結果となってしまった。 

また、第 1 次計画策定後 6 年が経過し、その間、地球温暖化が直接起因しているかは研

究段階ではあるものの、今までにないような集中豪雨や土砂災害、本市においても竜巻被

害や大雪被害なども発生している状況もあり、そのような気象の変化や被害からの適応対

策についても求められているところである。 

今回策定する第 2 次計画は、東日本大震災の影響を始めとする社会情勢や科学的知見の

変化等を反映し、目標年度である平成 32年度に向けた施策の基本方針を定める、大変重要

なものである。 

本審議会では、平成 26年 12月 25日から平成 27年 3 月 20日と 2 回にわたり本会議を開

催し、慎重に審議を行った結果、本計画は全般として適当であると思われるが、なお次の

諸事項について意見を申し述べることとする。 

 

 

ה 2  

 

（1） 基本理念と基本施策への対応について 

   第 5 章 3 に掲げる基本施策は、本計画の基本理念『あっぱれ くまがや 熱い心で

地球を守る～低炭素社会をみんなで目指し 恵み豊かな地球を未来へ 子どもたちへ

～』の実現のための根幹となるものである。 

基本施策を具体化した取組は、現行の取組に新たな項目を追加し、新削減目標を踏

まえたさらに厳しい取組を図るものと理解できる。 

本計画に掲げられた施策の実施にあたっては、効果的かつしっかりと取り組まれる

よう要望する。 
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（2） 目標値について 

国のエネルギー政策が定まらない中での、目標の設定については、より実情に近い

国の目標値と同様とすることとし、今後推進していくということであるが、国の目標

値が改正された場合は、すみやかに目標の改正について検討し、より実情に即した目

標及び取組を設定するよう要望する。 

 

（3）各施策の進行管理について 

本計画を効果的に推進するにあたり、施策の取組状況を定期的に把握しておくこと

は、非常に重要である。 

また、本計画策定後についても、社会情勢や科学的知見の変化に伴う施策の転換な

ど、必要に応じ見直しを行うよう要望する。 

目標達成のため、掲げられた基本方針・施策をしっかりと取り組まれたい。 

 

（4）水循環の効用について 

    平成 26年 7 月に水循環基本法が施行された。本市は市内に荒川と利根川が流れ、豊

かな水循環を形成し、森林や緑地、農地などを保全している。本市の良好な水循環を

有効に活用することにより、暑さを抑制する効果もあり、温暖化防止にもつながると

考える。このような水のネットワークの存在意義を認識し、水環境の保全に努めてい

くことを望む。 

 

（5）産学官連携と次世代エネルギー社会への調査研究について 

    地球温暖化の影響や、気候や自然の変化、また、次世代エネルギー社会の到来など

の新たな問題、課題に対処するためには、専門的・科学的知見を要すると考える。研

究機関である大学や、専門事業者などの産学官連携の効果的な活用を図ることを望む。 

     

（6）市民、事業者、市の三者の協働によるくまがや流施策の推進 

    本市は、全国に先駆け、暑さ対策の市民活動であるクールシェア、熱中症対策等の

推進を行ってきた。そのような独自の施策のさらなる普及拡大や、水循環をいかした

新たな取組など、くまがや流の地球温暖化対策や、緩和策、適応策の充実を図ってい

くことを望む。 

         

（7）市民意識の高揚と実践について 

家庭、公共施設、勤務先工場・事務所など、身近に接するエネルギー使用から節約

できることを見つけ出すという、市民目線の省エネ・創エネの意識啓発は非常に重要

である。市民意識の高揚を図り、ライフスタイルの工夫・改善を図っていくよう望む。 

また、そのような取組が円滑かつ効果的に進むよう、広報その他の媒体により、よ

り広く、きめ細やかに情報提供等を行うよう切に望む。 
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3 ⅔╦╡⌐ 

 

原発再稼働により温室効果ガス低減を図ることは、将来の地球環境を保護する上では多

くの問題を抱えている。地球温暖化防止のためには、私たち一人一人ができることから始

めていくことが重要である。 

また、再生可能エネルギーの導入などの対策を急ぐあまり、反面、現存する豊かな自然

を破壊する行為につながる恐れがある。未来を生きる子どもたちのためにも、自然を壊さ

ない調和のとれた地球温暖化対策を講じられたい。 

終わりに、本審議会の意見・提案を受け、本計画に掲げられた基本理念『あっぱれ く

まがや 熱い心で地球を守る～低炭素社会をみんなで目指し 恵み豊かな地球を未来へ 

子どもたちへ～』を目指した市民・事業者・市の協働による取組の積極的な推進を望むも

のである。 
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 3 ᾓ  

 

 将来推計とは、現況のまま温室効果ガス排出量削減の対策を講じなかった場合に、将来的にど

のように排出量が変化するかを見積もる事を指します。対策を特に講じなかった場合を想定して

いるため、温室効果ガスの推計に係る排出係数等は変化せず、活動量のみが変化すると考えます。 

従って、以下の式を基本として、2020 年時点での温室効果ガス排出量を見積もります。 

 

 

 

（１）産業部門の将来推計 

産業部門の将来推計には、資源エネルギー庁の「平成 24 年度エネルギー環境総合戦略調査」

に記載されている経済活動指標予測のうち、慎重シナリオに掲載された鉱工業指数予測を用い

ます。用いる値は以下の表の通りです。 

 

年度 1990 2010 2011 2012 2015 2020 

鉱工業指数 100 94 91 95 101 110 

 

（２）家庭部門の将来推計 

家庭部門については、熊谷市の人口に応じて CO2 排出量が変化するとします。人口の予測値

については、国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口を用います。 

（単位：人） 

年度 1990 2010 2011 2012 2015 2020 

人口 196,782 202,532 201,523 203,327 199,180 193,812 

 

 

（３）業務部門の将来推計 

業務部門の将来推計には、資源エネルギー庁の「平成 24 年度エネルギー環境総合戦略調査」

に記載されている経済活動指標予測のうち、慎重シナリオに掲載された業務床面積予測を用い

ます。用いる値は以下の表の通りです。 

(単位：百万 m2) 

年度 1990 2010 2011 2012 2015 2020 

業務床面積 1,285 1,834 1,855 1,871 1,912 1,943 

 

2020    × 2020  
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（４）運輸部門の将来推計 

運輸部門の将来推計では、自動車由来のものと鉄道由来のものに分けて推計を行います。自

動車については、資源エネルギー庁の「平成 24 年度エネルギー環境総合戦略調査」に記載され

ている経済活動指標予測のうち、慎重シナリオに掲載された自動車台数予測を用います。鉄道

については、熊谷市の人口に応じて CO2 排出量が変化するとして、国立社会保障・人口問題研

究所の将来推計人口を用います。 

（単位：万台） 

年度 1990 2010 2011 2012 2015 2020 

自動車台数 5,776 7,515 7,551 7,564 7,519 7,346 

 

 

（５）廃棄物部門の将来推計 

廃棄物部門では、埼玉県の作成した第 7 次埼玉県廃棄物処理計画に掲載されている一般廃棄

物・産業廃棄物将来予測を指標として用います。それぞれの指標は以下の通りです。 

 

一般廃棄物  (単位：千ｔ) 

年度 2008 2010 2015 2020 

排出量 2,558 2,565 2,508 2,439 

 

産業廃棄物 (単位：千ｔ) 

年度 2008 2010 2015 2020 

排出量 12,660 12,704 12,728 12,629 

 

 

（６）その他の温室効果ガスの将来推計（メタン、一酸化二窒素、HFC 等） 

その他の温室効果ガスの排出量については、2012 年時点の排出量から変化しないものとしま

す。 

 

（７）推計結果 

これらの指標から、2020 年の将来推計を行った結果は以下の通りです。 

(単位：千 t -CO2) 

 産業 家庭 業務 運輸 廃棄物 その他 合計 

排出量 1,238.38 261.77 302.51 335.30 54.31 30.97 2,223.24 

 

この将来推計結果から、2020 年に 3.8%減（目標排出量 1,784 千 t -CO2）を達成するためには、

およそ 439 千 t -CO2 を削減する必要があることがわかります。 
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4  

1  

 

Ẽ ─  

本調査は、第２次熊谷市地球温暖化対策実行計画の策定にあたり、計画策定の基礎資料

とするため、市民、事業者を対象に、地球温暖化対策への取組の現状や今後の取組の可能

性、地球温暖化防止活動への参加・協力等についての意識動向を把握することを目的に実

施しました。 

 

Ẽ ┘  

 

   

 

住民基本台帳 
熊谷商工会議所、大里商工会、

妻沼商工会、江南商工会協力 

18 歳以上の市民無作為抽出 無作為 

 郵送による送付回収（無記名） 

 1,000 300 

 423 160 

 423 160 

 42.3% 53.3% 

 

 

Ẽ  

平成 26（2014）年 6 月 24日（火）から平成 26（2014）年 7 月 23日（木）の 30日間 

 

 



 

 資料編 - 16 
 

2 ─  

 

 

(1) ─   

n=423  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

─ (n=423) (n=423) 
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(2) ─  

 

設問 
あなたの家では以下の項目の取組をどの程度行っていますか。該当する答を 1 つだけ

選んで、印をつけてください。 

 

省資源・省エネルギーに係る取組状況としては、各取組とも「行っている」と「ときど

き行っている」を合わせると、「洗濯に風呂の残り湯を利用」、の項目以外は 6 割以上とな

っており、全般的に意識が高いと考えられます。 

中でも、家庭での省資源・省エネルギーの取組のうち、「水道、シャワーは流しっぱなし

にしない」、「温水洗浄便座を使わないときはふたを閉める」、「冷蔵庫の開閉を少なく、開

放時間を短くする」、「加減速の少ない運転」、「洗いものの給湯温度設定を低くする」つい

ては、「行っている」が 5 割を超え、「ときどき行っている」も含めると 7 割以上と高くな

っています。 

「行っていない」との割合が高い取組としては、「洗濯に風呂の残り湯を利用」53.4%、

「電源プラグを抜き、待機時消費電力を減らす」32.4%、「自動車を控え、自転車や公共交

通機関を利用」33.3％で、3 割以上となっています。 

また、やむを得ない理由がありできない割合が多かった項目としては、「自動車を控え、

自転車や公共交通機関を利用」が 11.8％、「お風呂は間隔をおかずに入り、追い炊きを減

らす」が 10.4％となっています。前者のやむを得ない理由としては、「公共交通機関が無

い」、「買い物の荷物の運搬に車が必要」、「子供がいる」、「病気である」などでした。後者

のやむを得ない理由としては、「子供と親の帰宅時間がまちまちである」という理由が大半

を占めています。 
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(3) ─ ⌐≈™≡ 

 

設問 
あなたの家で地球温暖化対策をさらに進めていく上で今後、何ができると思います

か。該当する答を 1 つだけ選んで、印をつけてください。 

 

家庭で地球温暖化対策を進めていく上で、「今後導入したい」との割合が高い取組は、「省

エネタイプの冷蔵庫」が 38％、「ハイブリッド車」が 36％、「LED照明」が 35.7％、「省エ

ネタイプのエアコン」が 30.7％と、省エネ家電、ハイブリッド車、LED照明の普及率の上

昇を反映されていると言えます。 

また、「導入している」「今後導入したい」の合計割合が低い項目は、「太陽光発電システ

ムの導入」が 20.8％、「高効率給湯機」が 16.6％、「HEMS」が 22.4％、「電気自動車」が 23.3％

となっています。やむを得ない理由として、設備投資が高額であるという意見が大半であ

り、導入に慎重になっていると言えます。 

 

 

平成 26年 

 

 

（n=423） 
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(4)  ≢ ℮ ┼─ ה ⌐≈™≡ 

 

設問 
地域で行う地球温暖化対策に参加・協力することができますか。該当する答を 1 つ

だけ選んで、印をつけてください。 

 

地域で行う地球温暖化対策に「参加・協力できる」との割合が高かったのは、「地産地消」、

「環境にやさしい商品の購入」で、「参加・協力できる」と「どちらかといえば参加・協力

できる」を合わせて 85%以上の人ができるとしています。 

次いで、ごみの減量化を目的とした「リサイクル活動」や「リサイクルフェア」「レジ袋

の有料化」が高く、合わせると 6 割以上ができるとしていますが、「どちらかといえば参加・

協力できる」もそれぞれ 3 割以上となっています。また、「天ぷら油などの廃食用油の回収」

も約 7 割と高くなっています。 

一方、「減量化を目的としたごみの有料化」、「CO2 排出量モニター」、「イベント等におけ

るパークアンドライド」、は、「参加・協力できない」と「やむを得ない理由により参加・

協力できない」を合わせて約 6 割となっています。 

 

平成 26年 

 

 

（n=423） 
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(5)  ⌐ ╗↓≤ 

 

設問 
地球温暖化を防止するため、市にどのような対策を望みますか。該当する答を 1 つ

だけ選んで、印をつけてください。 

 

市に「望む」との割合が最も高い対策としては、「市道や駐車場等における遮熱舗装や透

水性舗装」が 54.1%となっています。 

市に「望む」と「どちらかといえば望む」を合わせて割合が高い対策としては、「家庭や

地域での緑化推進への支援」が 72.8%、「エコドライブの啓発」が 70.9%、「市道や駐車場等

における遮熱舗装や透水性舗装」が 76.1%、「省エネ住宅」が 83.3％、「省エネ機器の普及

啓発」が 75.2%、「各種補助制度の拡大」74.5％と、7 割以上となっています。 

また、「市全域を対象としたノーカーデー」、「農畜産系バイオマスの導入」を除く、その

他の対策も 5 割以上と、全体的に高くなっています。 

一方、「望まない」と「どちらかといえば望まない」を合わせた割合が最も高い項目とし

ては、「市全域を対象としたノーカーデー」が 33.5%となっています。 

市に望むこととして、市道や駐車場での遮熱塗装や家庭や地域での緑化推進など、夏の

暑さ対策への取組と、省エネ行動の普及啓発や情報提供が望まれていると言えます。 

市が実施している補助制度以外に実施してほしい設備補助の自由記述では、「省エネ家電

補助」、「LED照明」、「二重ガラス」、「ハイブリッド車」等の意見があり、「現行の補助金額

の増加」という意見もありました。 
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(6) ─  

 

設問 
あなたの家では、以下の製品を何台使っていますか。該当する答えを右の欄から１

つだけ選んで、印をつけてください。 

 

エネルギー使用製品の 1 世帯あたりの台数については、H20と H26の比較としては、エ

アコン、テレビ、冷蔵庫、石油ファンヒーター、自動車は減少、パソコン、ガスファンヒ

ーターは増加となっています。 

テレビについては H20はブラウン管テレビが約 70%であったのに対し、H26は 7％、一方

液晶テレビは H20は 25％に対し H26は 81％と完全に移行されたと言えます。 

次に、使用している自動車の種別割合は次の通りです。H20はガソリン車が全体の 96％

H26は 89％と 7％の減に対し、ハイブリッド車は H20が 2%、H26は 8%と、ガソリン車から

ハイブリッド車へ買い替えがあったと言えます。 

１世帯あたり 

平均所持数*( 台)  
エアコン テレビ計 

 

冷蔵庫 ブラウン管 

テレビ 
液晶テレビ 

プラズマ 

テレビ 

H20 2.75 2.65 1.84 0.66 0.15 1.38 

H26 2.70 2.32 0.16 1.88 0.28 1.30 

       

 
パソコン 

石油ファン 

ヒータ 

ガスファン 

ヒータ 
ガソリン車 

ディーゼル 

車 

ハイブリッ

ド車 

H20 1.08 1.04 0.16 1.97 0.03 0.05 

H26 1.26 0.84 0.21 1.75 0.05 0.16 

*「5 台以上」の回答者を 5 台所持と仮定して算出 

 

■平成 20～26年での所持割合の変化（左：テレビ 右：自動車） 
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(7) ─  

 

設問 
あなたのご家庭の暖房、給湯、調理用レンジで使用している燃料は何ですか。主に

使用しているもの１つに印をつけてください。 

 

暖房、給湯、調理用レンジの使用燃料の割合については次の通りです。 

給湯については、電気によるものが 13.0％から 22.9％に増加する一方、灯油によるもの

が 21.5％から 13.9％に減少しています。調理用レンジについても、電気によるものが

36.6％から 48.2％と増加する一方、プロパンガスによるものが 39.3％から 31.9％に減少

しています。 

 

平成 26 年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 20 年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（n=423） 

（n=869） 
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(8) ∕─ ⌐ ∆╢↔  

 

設問 地球温暖化対策についてご意見がありましたら、下のカッコ内に記入してください。 

 

その他の地球温暖化対策に対する意見として、以下の様な記述がありました。 

 

①国・県・市への要望 

・異常気象が心配である。子供・未来のために対策を。 

・緑化の推進、みどりの公園、運動施設、街路樹を多く。 

・ゴミ減量、リサイクルについて。 

 

②自己啓発的な意見 

・エネルギーを使用しない生活をしたい。 

・できる事から始めたい。 

・原発使用しないよう頑張りたい。 

 

③事業者への要望 

・アパート建設での配慮。 

・大企業の省エネ 

・24 時間営業を減らす。 
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3 ─  

 

(1) ─  

 

 (n=160) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (n=160) 
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(2) ─  

 

設問 
貴事業所での地球温暖化対策への取組について伺います。該当する答を 1 つだけ選

んで、印をつけてください。 

 

事業所での地球温暖化対策への取組のうち、「実施している」割合が高い取組としては、

「ごみ分別、資源回収、リサイクル」で 93.1%、次いで「利用者のいない照明や OA機器の

電源オフ」が 91.9%、「省エネを考えたエアコンの温度設定」が 83.8%、「再生資源を活用し

た物品（再生紙など）の優先的利用」が 62.5%と半数を超えました。これらの取組以外は、

「実施している」割合が 5 割を下回っています。 

一方、取組割合が低い項目としては、低い順に「コージェネレーション」、「排熱の利用

設備」、「太陽光や風力など自然エネルギーの利用設備」、「環境マネジメント（エコアクシ

ョン 21）」、「施設の総合的な省エネルギー診断・対策」の順で、それぞれ「実施している」

が 2 割以下と低くなっています。これらの取組については、「検討課題」としている割合も

2 割から 4 割近くあるほか、「当所では該当しない」も 3 割以上となっています。 

新エネルギー利用設備の導入をはじめ、エネルギー効率のより高い機器や設備への切り

替え、建物の断熱化など、コスト負担が高い項目ほど低い傾向が見られます。反面、「検討

課題」や「実施を検討している」を合わせると、それぞれ 4 割～5 割以上見られ、意識は

高いと考えられます。なお、事業所の設備や機器について、省エネ型機器等の導入や省エ

ネを考えた機器の利用は高くなっています。 

「当所では該当しない」との回答が多かったのは、「再生利用や再資源化を考えた製品の

企画、製造等」が 52.5％、「排熱の利用設備」が 54.4%、「コージェネレーション」が 50.6%

と 5 割以上となっています。これは、回答した事業所のうち、製造業以外の事業所が 7 割

以上となっていることとの関連が考えられます。また、「環境マネジメント（エコアクショ

ン 21）」、「環境マネジメント（ISO14001）」も「当所では該当しない」が 4 割以上となって

います。 

今後の「検討課題」としている取組は、「建物の断熱性を高める工夫」が 36.9%、「施設

の総合的な省エネルギー診断・対策」が 47.5%と、約 4 割の事業所が課題としてあげてい

ます。次いで、「太陽光や風力など自然エネルギーの利用設備」51.9%、「エネルギー効率の

より高い機器や設備への切り替え」30.0%、「通勤時にはできるだけ徒歩や自転車、相乗り、

公共交通機関を利用」40.0%、「地球温暖化に関する情報収集・調査研究」34.4%、「経営陣

に向けた環境教育活動」38.1%、「従業員に向けた環境教育活動」32.5%と、それぞれが 3 割

以上となっており、今後、普及啓発に向けた情報提供や支援が期待されていると言えます。 

その他の取組として、「産業廃棄物の資源循環」、「窓ガラスの熱交換フィルム」、「クール

ビズ」などの記載がありました。 
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(3) ─ ⌐≈™≡ 

 

設問 
貴事業所で地球温暖化対策をさらに進めていく上で今後、何ができると思いますか。

該当する答を右の欄から 1 つだけ選んで、印をつけてください。 

 

今後、実施できる対策としては、「ごみの減量化の実践」、「低燃費車やハイブリッド車の

選択」、「省エネルギー機器の導入」の割合が高く、「できる」「どちらかといえばできる」

合わせて、それぞれ 78.1%、74.4%、72.5％と 7 割を超えています。次いで、「屋上緑化、

壁面緑化、植樹」が 50.6％と 5 割を超えています。これらの項目は、「どちらかといえば

できる」の事業者の割合も、3 割以上と多く、今後の取組について、事業者の新たな取組

が期待されます。 

「屋上緑化、壁面緑化、植樹」、「再生可能エネルギー設備の導入」、「事業活動から発生

する廃棄物の有効活用」、「省エネ建築の推進」については、「できない」と「どちらかとい

えばできない」の合計が 3 割以上となっています。これは、サービス業等の事業所では貸

事務所等での活動も多いことから、直接的な設備改修ができないという回答になっている

ということが考えられます。 

また、環境マネジメントシステムの導入に対して、「わからない」が 33.1％と高く、中

小規模の事業所が多い市の特性を反映していると考えられます。 

 

平成 26 年 

 

 

 

（n=160） 
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(4) ≢ ℮ ┼─ ה ⌐≈™≡ 

 

設問 
地域で行う地球温暖化対策に参加・協力することができますか。該当する答を右の

欄から 1 つだけ選んで、印をつけてください。 

 

地域での活動への参加・協力としては、「地産地消」、「都市緑化の推進活動」が「参加・

協力できる」、「どちらかといえば参加・協力できる」を合わせてそれぞれ 54.4%、50.7％

と高くなっています。 

地域で行う活動への事業所の参加・協力について、特に地産地消や緑地の保全・創造に

対する活動への参加意識が伺えます。 

一方、「地域でのノーカーデーへの参加」は、「参加・協力できない」、「どちらかといえ

ば参加・協力できない」を合わせて 52.5％と高くなっています。依然として、車での移動

が主流となっていると考えられます。 

ここでの回答において、「CO2 排出モニター」、「里山の保全」、「産官学による省エネ研究」、

「植物性油の再利用・回収」において、「わからない」の回答はいずれも 38％台であり、

今後の参加への課題と考えられます。 

 

 平成 26 年 

 

 

（n=160） 
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(5) ⌐ ╗↓≤ 

 

設問 
地球温暖化を防止するため、市にどのような対策を望みますか。該当する答を右の

欄から 1 つだけ選んで、印をつけてください。 

 

市に望む対策としては、設問の全ての項目で、「望む」、「どちらかといえば望む」を合わ

せて 5 割以上と高くなっています。 

特に、「市報やインターネットでの情報提供」が 80.2%、「エコドライブの啓発」が 84.4%、

「各種補助制度の拡大」が 80.0%、「イベント等を通じた省エネルギー啓発」が 78.8%、「省

エネ機器の普及啓発」が 80.7%、「地球温暖化対策に対する融資制度」が 74.4%と、「望む」

と「どちらかといえば望む」を合わせて 7 割以上の事業所が期待しています。 

市に特に望むこととして、省エネに関する情報提供や低公害車の導入支援をはじめ、地

球温暖化防止対策に対する各種補助制度や融資制度などに関心が高いと考えられます。 

補助制度の活用についての意見として、「エアコン」、「専用フィルム」、「省エネ機器」、

「エコカー」の補助などの記載がありました。 

 

 

 平成 26 年 

 

（n=160） 
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(6) ∕─ ⌐ ∆╢↔  

 

設問 地球温暖化対策についてご意見がありましたら、下のカッコ内に記入してください。 

 

その他の地球温暖化対策に対する意見として、以下の様な記述がありました。 

 

①国・県・市への要望 

・アメリカや中国に強力に働きかける。 

・市で行う会議は車を使用しなくても良い工夫をしてほしい。 

・家庭のゴミは素材で分ければ大幅な減量になる。雇用の創出にもなる。 

・エコドライブはガソリンの消費を抑えるので啓発してほしい。 

・熊谷ならではの発電・省エネが出来ないか。 

・小学校の頃から環境教育をする必要がある。 

 

②技術所見 

・原発停止に伴う輸入超過は死活問題。 

・自社の予算計画で LED 化、省エネエアコンへの転換計画がある。 

・省エネ機器は高価である。 
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5  

 

あ行 

 

電気の周波数を変えて、モーターの回転数をコントロールしパワーを調整する装置。ON- OFF方
式の従来方式に比べ、無駄な電気を使うことがなく効率的な運転ができるメリットがある。 

 

都市ごみや下水汚泥の焼却灰と、石灰石など従来のセメント原料を混ぜて作ったセメント。ご
みを資源として有効利用する有力な方法の一つとして、官民共同で研究開発が行われてきた。 

エコセメントを利用するための規格化が強く要望されていたことから、平成 14（2002）年にエ
コセメントの JIS（日本工業規格）が制定された。 

 

発電設備のタイプには、水力、石油火力、石炭火力、LNG（液化天然ガス）火力、原子力、太陽
光や風力等の新エネルギーなどがあり、それぞれに燃料・資源調達の安定性、稼働・運用特性、
環境負荷、経済性（設備費用や燃料費）などの特性がある。ベストミックスはそれぞれの特性を
評価した上で、できるだけ安価に、かつ安定的に電力を供給できるよう電源設備のバランスを最
適化することを言う。 

LCC 

ライフサイクルコスト（Life cycle cost ）の略称。建物に導入される機器のエネルギー使用の
費用を、調達・設置、使用・保守、更新・廃棄の段階をトータルして捉え、費用対効果を推し量
る目安。初期投資であるイニシャルコストと、エネルギー費、保全費、更新費などのランニング
コストにより構成される。 

LCCO2 

建築に起因する CO2排出量を算出するために、建物寿命１年あたりの CO2 排出量を評価する手法
のことで、ライフサイクル CO2 の略。手順は、評価対象建物の資材消費量や建設時の物資輸送距
離、暖冷房照明等のエネルギー消費量などを算定し、各過程での誘発素材量やエネルギー消費量、
CO2排出量、廃棄物負荷等を算出し、影響項目間の重み付けを行って総合評価する。 

 

か行 

 

複数の人が少数の車を共同利用する会員制のレンタカーで、携帯電話やパソコンで自動車の空
き状況を把握し、必要な車種や時間だけ車両利用を予約し、利用することができるシステム。車
を共有することにより、環境にやさしいエコカーの導入等が推進される。 

 

環境保全や環境負荷の低減に役立つ商品や取組に環境ラベルを添付し推奨する制度。エコラベ
リングともいう。 

 

日常生活や経済活動において避けることができない CO2等の温室効果ガスの排出について、で
きるだけ排出量が減るよう削減努力を行い、どうしても排出される温室効果ガスについて、排出
量に見合った温室効果ガスの削減活動に投資すること等により、排出される温室効果ガスを埋め
合わせるという考え方。 

 

人間の活動が、炭素の循環や地球温暖化に与える影響を把握するのに用いられる指標。商品の
ライフサイクル全体（製造から輸送・消費・廃棄されるまで）を通じた CO2 排出量を、商品やサ
ービスに分かりやすく表示する仕組みで商品に表示することにより、事業者の温暖化対策を消費
者にアピールするのと同時に、消費者自身の CO2 排出量に関する自覚を促す効果がある。 
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CASBEE  

建築物を環境性能で評価し格付けする手法。省エネルギーや省資源・リサイクル性能といった
環境負荷削減の面や、室内の快適性や景観への配慮といった環境品質・性能の向上といった面も
含めた、建築物の環境性能を総合的に評価するシステム。 

IPCC Intergovernmental Panel on Climate Change) 

国際連合環境計画（UNEP）と国際連合の専門機関である世界気象機関（WMO）によって昭和 63
（1988）年に設立された国際的な専門家でつくる国連の組織。地球温暖化に関する最新の知見を
まとめ、評価し、政策決定者をはじめ広く一般に利用してもらうことを任務として活動している。 

 

平成 9(1997)年に京都で開催された COP3で採択された気候変動枠組条約の議定書。平成
20(2008)年から平成 24(2012)年までを第一約束期間、平成 25(2013)年から平成 32(2020)年を第
二約束期間とし、第一約束期間では、締約国の温室効果ガス総排出量を平成 2(1990)年から少な
くとも 5.2%を削減しなければならないと規定されていた。 

 

石油以外の資源を燃料に使うことによって，既存のガソリンカーやディーゼルカーよりも窒素
化合物，二酸化炭素などの排出量を少なくした自動車。天然ガス自動車，電気自動車，メタノー
ル自動車，水素自動車，ガソリンカーと電気自動車を組み合わせたハイブリッドカー，燃料電池
車などがある。 

 

交通エコロジー・モビリティ財団が認証機関となり、グリーン経営推進マニュアルに基づいて、
事業者の環境改善の努力を客観的に証明し公表することにより、取組意欲の向上を図り、あわせ
て認証事業者に対する社会あるいは利用者の理解と協力を得て、運輸業界における環境負荷の低
減につなげていくための制度。 

 

購入の必要性を十分に考慮し、品質や価格だけでなく、環境の事を考え、環境負荷ができるだ
け小さい製品やサービスを、環境負荷の低減に努める事業者から優先して購入すること。2001年
4 月施行のグリーン購入法で、国の機関はグリーン購入に取り組むことが義務、地方自治体は努
力義務、事業者や国民にも一般的責務があると定められている。 

 

環境配慮型の製品を優先して購買、あるいは購買を検討する消費者や、その行為を指す。 

 

「Co（共同の）Generation （発生）」が名前の由来で、燃料を用いて発電するとともに、その
際に発生する排熱を冷暖房や給湯、蒸気などの用途に有効利用する省エネルギーシステム。一般
的には、都市ガスなどの一次エネルギーを電気や動力と、温水や蒸気などの複数の二次エネルギ
ーに変換させ、効率よくエネルギーを利用するシステム。 

 

さ行 

 

原油換算エネルギー使用量が 3 年連続して 1,500ｋL 以上の大規模事業所に対し、平成 14 年度
のから 19年度の連続する 3 か年の排出量の平均値を基準排出量とし、平成 27 年度から平成 31年
度までに、業務部門で 15％、産業部門で 13％削減を義務づけ、目標達成のため、自社の排出量削
減または排出量取引を課する制度。なお、排出量を算定する際の電力の排出係数は固定値（平成
23 年度値と平成 24 年度値の平均である 0.495）を使用するとしている。 

 

ゼロエミッションとは、産業活動から排出される廃棄物などすべてを、ほかの産業の資源とし
て活用し、全体として廃棄物を出さない生産のあり方を目指す構想、考え方。3Ｒの推進により、
廃棄物の最終処分量を「ゼロ」にする取組を指すこともある。 
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通信機能を備えた電力メーターで、電力会社と需要者の間をつないで電力使用量などのデータ
をやり取りしたり、需要先の家電製品などと接続してそれを制御したりすることができるもの。
自動検針、遠隔操作での接続・切断などが可能になり、電力消費量の見える化により節電を促す
効果もある。 

 

た行 

 

電気製品の省エネ基準や自動車の燃費・排ガス基準など、省エネ法で指定する特定機器の省エ
ネルギー基準を、各々の機器で、基準設定時に商品化されている製品のうち「最も省エネ性能が
優れている機器（トップランナー）」の性能以上に設定した機器。 

 
国土交通省地方運輸局で登録されている自動車。軽自動車や原付バイクを含まない。 
 

な行 

 

途上国への温室効果ガス削減技術・製品・システム・サービス・インフラ等の普及や対策を通
じ、実現した温室効果ガス排出削減・吸収への日本の貢献を二国間で独自に定量的に評価し、日
本の削減目標の達成に活用する仕組み。 

 

熱エネルギーを運動エネルギーに変換して、塗料内で一定以上の熱量を消化することにより、
夏場は余分な蓄熱・放射熱が発生せず、逆に冬場は一定温度での蓄熱をする特徴を持つ塗料。 

 

は行 

 

自宅から最寄りの駅やバス停までマイカーや自転車で行き、駐車場や駐輪場に停めて、公共交
通機関に乗り換えて目的地へ向かう方式のこと。 

 

バイオマスとは、生物資源（バイオ）と量（マス）を合わせた造語。農林水産物、もみ殻、畜
産廃棄物、食品廃棄物、木くずなど再生可能な生物由来の有機性資源（化石燃料を除く）の総称。 

 

バイオマスエネルギーとは、バイオマス資源を利用し、燃焼させて発電を行うこと、アルコー
ルやメタン発酵などにより燃料化等を行い、利用するエネルギーを指す。 

 

バイオディーゼルフューエル（Bio Diesel Fuel ）の略で、生物由来の油から作られるディーゼ
ルエンジン用燃料の総称。バイオマスエネルギーの一つ。一般的には、廃食用油など植物性の油
から精製される燃料で、軽油と同様にディーゼルエンジンに使用できる。 

HEMS  

家庭内のエネルギー管理をするためのシステムで、家庭内の分電盤などにセンサーを取りつけ、
どの部屋でどれだけの電力が使われているかを画面に表示して見える化することで、利用者の節
電意識を高める効果があるとされる。ビル全体のエネルギー管理を対象としたビルエネルギーマ
ネジメントシステム(BEMS)もある。 

 

食べもの(food) が運ばれてきた距離、輸送距離(mileage) を指す。 
重さ×距離から求められ、トン・キロメートルで表わす。輸送距離が大きくなるとそれに伴い

排出される CO2 の量も増えることから、地産地消の取組の重要性が言われている。 
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ま行 

 

輸送手段を変更するという意味の言葉で、運輸・交通に関連する環境保全対策では、より環境
負荷の小さい手段に切替える対策を総称してモーダルシフトと呼ぶ。運輸部門の二酸化炭素発生
量の大半は自動車によるため、狭義には二酸化炭素発生量の削減を目的とした、トラックによる
貨物輸送から、鉄道や船舶に転換することを指す。 

 

ら行 

 

使い捨ての容器ではなく、再利用可能な容器をさす。中身を消費した後の容器を、販売店を通
じて回収し、飲料メーカーが洗浄して再び使用する容器のこと。代表的なリターナブル容器は、
ビールびんや一升びんなどがある。
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